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日商簿記検定対策
（問題用紙・答案用紙）




第５回

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　＿商　業　簿　記＿
【第1問】問題用紙（20点）
下記の各取引について仕訳しなさい。ただし、勘定科目は、各取引の下の勘定科目から最も適当と思われるものを選び、記号で解答すること。

１．×1年6月19日、満期まで保有する意図で岡山株式会社が発行する額面総額￥4,800,000の社債（利率は年1.46％、利払日は3月末と9月末）を額面￥100につき￥98.50で購入し、代金は直近の利払日の翌日から売買日当日までの期間にかかわる端数利息とともに小切手を振り出して支払った。なお、端数利息の金額については、1年を365日とする。
ア．有価証券利息 イ．その他有価証券 ウ．満期保有目的債券 エ．売買目的有価証券 オ．普通預金 
カ．当座預金 キ．現金 

２．当社は、一定の期間内に一定金額以上の購入があった顧客に対してリベート（売上割戻）を行っている。佐賀商会株式会社に対し、商品￥3,840,000を掛けで売り上げた。この販売金額のうち、返金する可能性が高いリベートを￥76,800と見積もった。この￥76,800については、取引価格に含めないものとする。
 ア．仕入 イ．売上 ウ．返金負債 エ．買掛金　オ．契約資産 カ．売掛金 キ．当座預金 

３．海外の取引先に対して、製品160,000ドルを3か月後に決済の条件で輸出した。輸出時の為替相場は１ドル￥140であったが、１週間前に3か月後に120,000ドルを1ドル￥135で売却する為替予約が結ばれていたため、この為替予約の分については取引高と債権額に振当処理を行う。 
ア．為替差損益 イ．仕入 ウ．売上 エ．買掛金 オ．前払金 カ．売掛金 キ．当座預金 

４．当期の期首に、火災により建物（取得原価￥2,700,000、減価償却累計額￥750,000、間接法で記帳）が全焼した。なお、この建物には総額￥2,700,000の火災保険を掛けていたので、保険会社に保険金の支払いを請求した。
 　ア．未収入金 イ．前払保険料 ウ．未決算 エ．建物 オ．建物減価償却累計額 カ．保険差益 
キ．火災損失 ク．固定資産除却損

５．定時株主総会において、繰越利益剰余金の処分が次のように決定された。 
① 利益準備金：会社法が定める金額
② 配当金：￥9,000,000
③ 別途積立金：￥1,500,000
　なお、純資産の各勘定の残高は、資本金￥120,000,000、資本準備金￥23,400,000、その他資本剰余金 ￥900,000、利益準備金￥6,000,000、別途積立金￥3,300,000、繰越利益剰余金￥16,800,000である。
 ア．未払配当金 イ．資本金 ウ．資本準備金 エ．その他資本剰余金 オ．利益準備金 カ．別途積立金
 　キ．繰越利益剰余金 ク．損益
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【第2問】問題用紙（20点）
　　次に示した大竹物産㈱の[資料]にもとづいて、答案用紙の株主資本計算書について適切な金額を記入して完成しなさい。金額が負の値のときは、金額の前に△を付して示すこと。なお、会計期間は×１年４月１日から×２年３月31日までの1年間である。
　
[資料]
１．当期首における株式発行済株式総数は100,000株である。
２．×1年6月28日、定時株主総会の際に、剰余金の配当および利益処分を次のように決定した。
　⑴　株主への配当金について、繰越利益剰余金を財源として1株につき￥100の配当を行う。
　⑵　上記の配当に関連して、会社法が定める金額を準備金（利益準備金および資本準備金）として積み立てる。
　⑶　繰越利益剰余金を処分し、修繕積立金￥1,000,000を積み立てる。
３．×1年10月1日、新株を発行して増資を行い、8,000株を1株につき、￥3,000で発行し、払込金は全額、当座預金口座に預け入れた。なお、増資に伴う資本金の計上額は払込金の60％とした。
４．×２年３月31日、決算にあたり、次の処理を行った。
　⑴　当期末に保有しているその他有価証券は次のとおりであり、当期中にその他有価証券の売買はなかった。
　　全部純資産直入法により処理する。ただし、税法では、その他有価証券の評価差額の計上は認められないので、
　　税効果会計を適用する。法定実効税率は30％とする。
　　　　
	
	取得原価
	前期末の時価
	当期末の時価

	甲社株式
	￥2,100,000
	￥2,500,000
	￥2,600,000

	乙社株式
	￥2,200,000
	￥2,000,000
	￥1,800,000


　⑵　当期純利益￥12,000,000を計上した。




















【第3問】問題用紙（20点）
　次の［資料Ⅰ］および［資料Ⅱ］にもとづいて、答案用紙の貸借対照表を完成させなさい。なお、会計期間は ×５年４月１日より×６年３月31日までの１年間である。
［資料Ⅱ］ 決算整理事項その他 ［資料Ⅰ］決算整理前残高試算表
　　　　　　　　×6年3月31日　　（単位：円）
借　方
勘定科目
貸　方
2,660,000
現金
　
10,080,000
当座預金
　
4,340,000
電子記録債権
　
6,440,000
売掛金
　
　
貸倒引当金
128,800
？
売買目的有価証券
　
1,120,000
繰越商品
　
84,000,000
建物　
　
　
建物減価償却累計額
36,400,000
11,200,000
備品
　
　
備品減価償却累計額
？
28,000,000
土地
　
？
特許権
　
6,932,800
満期保有目的債券
　
　
電子記録債務
1,680,000
　
買掛金
3,780,000
　
短期借入金
5,600,000
　
長期借入金
9,800,000
　
資本金
84,000,000
　
利益準備金
1,400,000
　
繰越利益剰余金
1,941,800
　
売上
124,180,000
　
有価証券利息
37,800
107,800,000
仕入
　
6,468,000
給料
　



117,600
支払利息
　
273,848,400
　
273,848,400


１.電子記録債権￥840,000の期限が到来し、当座預金口座
　に入金されていたが、この取引が未記帳であった。
２.得意先が倒産し、売掛金￥112,000について回収不能と判
断されたため、貸倒れとして処理する。なお、そのうち
￥84,000は前期から繰り越した売掛金であり、残りの
￥28,000は当期の取引で生じたものである。
３.電子記録債権と売掛金の期末残高に対して2％の貸倒れを
　見積もる。貸倒引当金は差額補充法により設定する。
４.売買目的有価証券の内訳は次のとおりである。
	
	帳簿価額
	決算日の時価

	A社株式
	910,000
	994,000

	B社株式
	1,148,000
	1,113,000

	C社株式
	378,000
	399,000







５．商品の期末棚卸高は次のとおりである。 
　帳簿棚卸高：数量 620個、帳簿価額 ＠￥2,240
 実地棚卸高：数量 615個、正味売却価額 ＠￥2,226 
６．有形固定資産の減価償却は次の要領で行う。  
 建物：耐用年数30年、残存価額ゼロとして、定額法を用い
て計算する。
 備品：耐用年数８年、残存価額ゼロとして、200％定率法を
用いて計算する。
７．特許権は×２年度の期首(×２年４月１日）に取得したも
のであり、期間10年として定額法により償却している。
８．満期保有目的債券は、前期の期首に他社が発行した社債（額面総額￥7,000,000、利率年0.5％、利払日は９月末と３
　月末の年２回、償還期間５年）を発行と同時に取得したも
　のである。額面総額と取得価額の差額は金利の調整を表し
　ているので、償却原価法（定額法）により評価している。
９．短期借入金￥5,600,000は、当期の12月１日に借入期間
　１年、 利率年1.2％、利払いは元本の返済時に一括払いと
　いう条件で借り入れたものである。決算にあたり、当期分
　の借入利息を月割計算で計上する。 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　   10．従業員に対する賞与の支給のために、当期分の金額
                                                        ￥714,000を引当金として計上する。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　

＿工　業　簿　記＿
【第4問】問題用紙（28点）
⑴ 下記の各取引について仕訳しなさい。ただし、勘定科目は、設問ごとに最も適当と思われるものを選び、答案用紙の（ 　）の中に記号で解答すること。

1．本社会計から工場会計を独立させている広島製作所では、工場の機械について当月の減価償却費328,000円を計上した。工場で行われる仕訳を示しなさい。
 ア．材料 イ．仕掛品 ウ．製品 エ．賃金・給料 オ．製造間接費 カ．本社 キ．工場

 2．直接工の賃率差異を計上する。直接工の予定賃率は1,820円／時間、実際就業時間は1,200時間であった。直接工賃金の当月要支払高は2,196,000円であった。 
ア．賃金・給料 イ．原価差異 ウ．外注加工賃 エ．現金 オ．仕掛品 カ．製品 キ．製造間接費

 3．当工場では、製造間接費について、原料Ａの消費高を配賦基準として各製造指図書に予定配賦している。製造間接費の年間予算額は7,200,000円、原料Ａの年間予定消費高は4,800,000円である。当月、製造指図書＃320に対して製造間接費を予定配賦した。なお、原料Ａの消費高は360,000円であった。 
ア．材料 イ．仕掛品 ウ．製品 エ．買掛金 オ．材料副費 カ．製造間接費 キ．原価差異 

 ⑵ 当工場では、同一工程で等級製品R、Xを連続生産している。製品原価の計算方法は、１か月間の完成品総合原価を等価係数に完成品量を乗じた積数の比で各等級製品に按分する方法を採用している。次の［資料］にもとづいて、下記の問に答えなさい。なお、原価投入額合計を完成品総合原価と月末仕掛品原価に配分する方法には先入先出法を用い、正常減損は工程の途中で発生したので度外視法によること。

 ［資料］      ［生産データ］                   ［原価データ］          ［等価係数］ 
月初仕掛品  800 個 （50％）    月初仕掛品原価                      等級製品  R : ３
当月投入  8,000                 直接材料費　  560,000 円            等級製品  Ｘ: １ 
合     計 8,800 個              加  工  費　  720,000
 減     損  800                      小 計　 1,280,000 円 
月末仕掛品 1,600    （50％）    当月製造費用 
完  成  品 6,400 個             直接材料費 　5,760,000 円 
加 工 費　10,880,000
                小 計  16,640,000 円 
17,920,000 円 
（注） 完成品は、等級製品Ｒが4,800個、等級製品Ｘが1,600個である。また、材料は工程の始点で投入し、 （　 ）内は加工費の進捗度である。

 問１ 当月の月末仕掛品原価を計算しなさい。
   問２ 当月の完成品総合原価を計算しなさい。 
問３ 等級製品Ｒの完成品単位原価を計算しなさい。
[bookmark: _Hlk146619968]   問４ 等級製品Ｘの完成品単位原価を計算しなさい。

【第5問】問題用紙（12点）
 Ａ社の下記の［資料］にもとづいて、答案用紙の（　 ）に、適切な数字を埋めなさい。
 ［資料］
 １．当期の生産・販売データ 
期首仕掛品量   　 　0台                     期首製品量        0台
当期投入量     32,000台                     当期完成品量 32,000台　　　　　　　　　　 
　　合 計      32,000台　　　　　                  合 計 32,000台
期末仕掛品量        0台　                   期末製品量    7,000台 
当期完成品量   32,000台　　　　             当期販売量   25,000台
　　　　　　　 　                           
２．直接原価計算方式の損益計算書 
損 益 計 算 書
売上高 　　 　　　　　　　　　　　　　　　　　　＠400千円×25,000台        10,000,000千円 
変動売上原価
 　直接材料費 ＠100千円×25,000台 ・・・・・・・・・2,500,000千円
 　直接労務費 ＠ 40千円×25,000台 ・・・・・・・・・1,000,000千円
 　変動製造間接費 ＠ 30千円×25,000台 ・・・・・・・  750,000千円           4,250,000千円 
変動製造マージン ＠230千円×25,000台 ・・・・・・・・・・・・・・・      5,750,000千円 
変動販売費 ＠ 30千円×25,000台 ・・・・・・・・・・・・・・・・・          750,000千円
 　貢献利益 ＠200千円×25,000台 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・    5,000,000千円
固定費 
固定製造間接費                                    2,000,000千円  
販売費および一般管理費                              500,000千円          2,500,000千円 
営業利益    　                                                              2,500,000千円
